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昭和45年 50年 55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 令和２年

男女別労働力率の推移

全国（女性） 全国（男性） 高知県（女性） 高知県（男性）

資料：総務省「国勢調査」による

労働力率は、[労働力人口（就業者＋完全失業者）／15歳以上人口] × 100   　※労働力状態「不詳」の者を除いて算出

令和２年の男女の労働力率を比べると、男性の労働力率が70％程度あるのに対し、女性の労働力率は50％台にとどまっているが、全国、本県ともに、女性
の労働力率が上昇傾向にあり、その差は縮まってきている。
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

女性の労働力率（年齢階級別）の推移（全国）

昭和60年 平成７年 平成17年 平成27年 令和4年

資料：総務省「労働力調査」による。

令和４年の女性の労働力率は25～29歳で87.7％であり、30～34歳で80.6％に低下するものの、Ｍ字の谷は年々浅くなってきている。
また、60～64歳における割合は64.0%、65歳以上では18.4％と、全体的に女性の労働力率は上がってきている。
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

男女別・年齢階級別労働力率（令和２年）

全国（女性） 高知県（女性） 全国（男性） 高知県（男性）

資料：総務省「国勢調査」による。

男性の労働力率は、25～59歳までの各年齢階級で概ね９割以上となっているが、女性の労働力率は８割程度と労働力率の男女間格差が見られる。
また、全国と本県を比べると、男性の労働力率は各年齢層で低くなっているのに対し、女性の労働力率については各年齢層で概ね高くなっている。
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昭和55年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年

配偶関係別女性の労働力率の推移（全国）

未婚 有配偶 死別・離別

資料：総務省「労働力調査」による。

配偶関係別の女性の労働力率は、「未婚」、「有配偶」、「死別・離別」の順に低くなっており、特に「死別・離別」の女性の労働力率は３割と極めて低い。また、
令和元年以降、「未婚」「有配偶」の割合でわずかに増加傾向が見られる。
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都道府県別　35～39歳女性の労働力 （令和２年）
女性の労働力率が最も低くなる35歳から39歳の年齢層における労働力率において、本県は85.80％で、
全国で８番目に高くなっている。

資料：総務省「国勢調査」による。
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上
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主要国における女性の年齢別労働力率

資料：国立社会保障・人口問題研究所資料 （｢人口統計資料

集(2022年版」より）　ILO, ILOSTAT（オンライン版）によるILOの推

計値。日本以外の各国は2019年の値である。

日本・高知県の数値は「国勢調査（令和２年）」による。

我が国及び本県の30～64歳の労働力率は概ね主要国より低い値で推移しているが、65歳以上では韓国に次いで高い数値となっている。
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昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年
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男女別所定内給与・男女間賃金格差の推移（全国）

女性 男性 男性を100とした場合の女性給与の割合（=女性/男性）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による。

男性の所定内給与額を100とした女性の所定内給与額は、年々差が縮まってきているものの、依然として２割以上の男女間賃金格差がある。
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昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年
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男女別所定内給与・男女間賃金格差の推移（高知県）

女性 男性 男性を100とした場合の女性給与の割合（=女性/男性）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による。

男性の所定内給与額を100とした女性の給与の割合は、令和４年が80.2％で、全国と比べると男女間格差は小さい傾向にある。
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フルタイム労働者の男女間賃金格差  （国際比較）

資料：独立行政法人　労働政策研究・研修機構HP　統計データ「データブック国際労働比較2023」

我が国におけるフルタイム労働者の男女間賃金格差は、韓国に次いで大きい。
（％）
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昭和50年 55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年

男女別非農林業雇用者の平均週間就業時間の推移（全国）

男女計 女性 男性

資料：厚生労働省「労働力調査」による。毎月末１週間についての標本調査で、全国４万世帯について15歳以上の約10万人について調べたもの。
雇用者は常用、臨時雇、日雇を含む。

男女ともに週間の労働時間は少しづつ減少してきているものの、依然として男女間の就業時間には大きな開きがある。
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昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

平均勤続年数の推移

全国女性 全国男性 高知県女性 高知県男性

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による。

全国・本県ともに、女性の平均勤続年数は男性よりも短い。また、全国と本県を比べると女性は長めの傾向にある。
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昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 令和２年

共働き等世帯数の推移（全国）

（国勢調査）

就業者の共働き世帯 雇用者の共働き世帯 夫が就業・妻が非就業の世帯

総務省「国勢調査」による。「就業者の共働き世帯」は夫・妻ともに就業者である世帯、「雇用者の共働き世帯」は夫・妻ともに雇用者である世帯をいう。

「雇用者の共働き世帯」は年々増え続けている一方、「夫が就業・妻が非就業の世帯」は年々減少し、平成17年にほぼ同数だったが、平成22年に
は逆転し、その差は広がる傾向にある。

3-就業分野における男女共同参画



103,190
100,842 100,669 100,304

94,333

87,467

79,206
77,079

73,495

46,980
49,692

54,774
58,827 58,770

54,641
52,081 51,838

51,783

63,291
59,220

53,977

51,621

46,671

41,164

33,007

27,528

22,189

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

（世帯）

昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 令和２年

共働き等世帯数の推移（高知県）

（国勢調査）

就業者の共働き世帯 雇用者の共働き世帯 夫が就業・妻が非就業の世帯

総務省「国勢調査」による。「就業者の共働き世帯」は夫・妻ともに就業者である世帯、「雇用者の共働き世帯」は夫・妻ともに雇用者である世帯をいう。

「夫が就業・妻が非就業の世帯」は年々減少しており、平成２年に「雇用者の共働き世帯」数と逆転し、以降減少し続けている。
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共働き等世帯数の推移（全国）

（雇用者・労働力調査）

男性雇用者と無業の妻からなる世帯 雇用者の共働き世帯

資料：総務省「労働力調査特別調査」及び「労働力調査（詳細集計）」による。「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、
妻が非就業者の世帯。「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。

平成９年以降、「雇用者の共働き世帯」の数が、「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」の数を上回り、その差は年々開いている。
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男女別育児休業取得率の推移（全国）

女性 男性

資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」による。令和２年10月1日～令和３年９月30日に出産した者又は配偶者が出産した者のうち、、調査時点
（令和４年10月１日）までに育児休業を開始した者（開始の予定の申し出をしている者を含む）の割合。令和２年度の調査数値はなし。

女性の育児休業取得率は80％台で推移している。男性の育児休業取得率は令和３年に10％を超えたもののまだまだ低い水準である。

3-就業分野における男女共同参画
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資料：総務省「就業構造基本調査」による。

結婚のために前職を離職した者の人数は減少しているが、離職後に働いている有業者の割合は増加している。
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資料：総務省「就業構造基本調査」による。

平成24年の調査以降、過去5年間に「出産・育児のため」に前職を離職した者及び無業者は減少し、有業者の割合は増加している。
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都道府県別  保育所普及率（令和２年度）

本県の保育所普及率は2020年度74.1％で８位となっている。

 資料：総務省「統計でみる都道府県のすがた2023」による（データは2020年度のもの）。
保育所普及率は、保育所等修了者数を小学校入学者数で除して得た値。
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昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 令和２年

完全失業率の推移

全国（女性） 全国（男性） 高知県（女性） 高知県（男性）

資料：総務省「国勢調査」による。

完全失業率は、本県の女性を除き上昇傾向にあったが、景気の回復などを受け急激に減少した。
本県の男性の失業率も、全国との差が縮まりつつある。

3-就業分野における男女共同参画



0.7 

20.1 

29.3 

12.3 

17.8 

0.4 

0.7 

8.9 

0.3 

0.2 

7.8 

1.3 

3.5 

16.8 

16.7 

12.4 

6.3 

3.7 

1.2 

17.9 

6.5 

6.5 

7.5 

1.2 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 

（％）

管理的職業従事者

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁従事者

生産工程従事者

輸送・機械運転従事者

建設・採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者

分類不能の職業

職業別・男女別雇用者割合（令和２年：全国）

女性 男性

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」には「役員」を含む。

女性雇用者は、事務従事者、専門的・技術的職業従事者、サービス職業従事者の順に割合が高く、管理的職業従事者は0.7％しかいない。男性雇用者は、
生産工程従事者、専門的・技術的職業従事者、事務従事者の順に割合が高い。

3-就業分野における男女共同参画
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職業別・男女別雇用者割合（令和２年：高知県）

女性 男性

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」には「役員」を含む。

女性雇用者は、事務従事者、専門的・技術的職業従事者、サービス職業従事者の順に割合が高く、管理的職業従事者は0.8％しかいない。男性雇用者は、
専門的・技術的職業従事者、事務従事者、生産工程従事者の順に割合が高い。
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役職別管理職に占める女性割合の推移（全国：企業規模100人以上）

部長 課長 係長

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による。

        令和2年度から、企業規模「1,000人以上」「100～999人」の人数を合計して算出。

民間企業における管理職に占める女性の割合は、令和３年度では係長級と部長級で減少。令和４年度になり係長級で大きく増加したものの依然として
女性割合は低い水準にあり、上位のポストになるほどその割合は減少している。
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昭和55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年 令和２年

管理的職業従事者（就業者）に占める女性の割合の推移

女性の割合（全国）％ 女性の割合（高知県）％

資料：総務省「国勢調査」による。　※平成22年国勢調査から職業分類に変更があり、平成17年と22年は新分類にて換算したもの。

管理的職業従事者に占める女性の割合は、令和２年度にやや減少したものの増加傾向にあり、本県は全国より高い。
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管理的職業従事者に占める女性の割合  （国際比較）

資料：独立行政法人　労働政策研究・研修機構HP　統計データ「データブック国際労働比較2023」から

※オーストラリアのデータのみ2020年、それ以外は2021年のもの

我が国における管理的職業従事者に占める女性の割合は13.2％で、韓国と並んで極めて低い水準にある。
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 都道府県別　管理的職業従事者（雇用者）に占める

女性雇用者の割合（令和２年）

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。

本県における管理的職業従事者（雇用者）に占める女性の割合は17.4％で、全国第４位の位置にある。
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 都道府県別　女性雇用者に占める管理的職業従事者の割合

（令和２年）

女性雇用者に占める管理的職業従事者の割合は、本県は0.838％で全国第５位の位置にある。

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」には「役員」を含む。

3-就業分野における男女共同参画



81.2 

80.6 

80.5 

79.0 

78.7 

77.9 

77.2 

77.0 

76.6 

76.1 

75.4 

75.3 

74.9 

74.8 

72.7 

72.5 

72.5 

71.9 

71.0 

70.0 

69.2 

68.9 

68.3 

68.0 

66.9 

66.9 

66.8 

66.5 

65.9 

65.7 

65.1 

65.0 

65.0 

64.6 

64.2

64.0 

63.9 

63.1 

62.7 

62.6 

61.4 

61.0 

60.8 

60.2 

60.1 

59.9 

58.6 

57.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 
（％）

島根

福井

高知

山形

富山

秋田

鳥取

石川

青森

岩手

新潟

佐賀

熊本

徳島

宮崎

鹿児島

沖縄

長崎

福島

群馬

山梨

愛媛

香川

長野

宮城

大分

岡山

岐阜

京都

栃木

山口

和歌山

広島

三重

全国

滋賀

静岡

福岡

兵庫

茨城

東京

千葉

北海道

奈良

大阪

愛知

埼玉

神奈川

都道府県別25～44歳の育児をしている女性の有業率  
（平成29年）

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」より作成。

働きながら子育てをしている女性の割合が、本県は全国で３番目に高く、上位３県では８割を
超える女性が仕事と育児を掛け持っている。
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都道府県別　起業者に占める女性の割合
（令和４年）

資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「国勢調査」による。「雇用者」に「役員」を含む。資料：総務省「就業構造基本調査」より作成。
会社などの役員の起業者についての割合。

本県の女性の起業率は全国で1位となっているが、それでも全体の３割に満たない数値である。

3-就業分野における男女共同参画


